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企業の戦略的環境管理
H.Dyckhoffの 所 論 を 中 心 と し て ～
柳 田 仁
は じ め に
企業 の環境 保全 は,元 来,経 営活動 に よって環境 に負荷 を与 えた部分 を除
去 あ るい は軽減 す る ことを主 た る目的 として実施 されて きたが,最 近 で は原
価 削減 や経営戦略 に役立 てる企業 も増加 してい る。本稿 で は,そ の うち戦略
的 な環境 管理 に焦点 を当て,H.Dyckhoffの 所論 を中心 に考 察す る。
企業 の戦 略的経営管理 はs既 存 の価 値観 に基 づ き企 業政策 の使命 と行動規
範 か ら導 き出 され る。関連 グル0プ のた めに開発 された効 果 ポテ ンシャルが
事 実 に即 した基本 的意 思決定 として企業戦 略の基盤 とな る。 その基本 的意思
決定 によ り企業 の全従業 員の行 動 は企業が 目指 す 目標 に合致 した もので なけ
れ ばな らな い。 その ために は,適 切 な物 的,人 的,経 済的お よびその他 の資
源 の準備 と投入 に関 しては,成 果 ポテ ンシャル をつ け,育 て,利 用すべ きで
ある。 それ と同様 に損害 あ るいは不成果 ポテ ンシャル は避 けるか,取 り除 か
な けれ ばな らない。成果 とは一般 に自己が掲 げ る目標 の実現 であ る とす るな
らば,企 業 の成 果 ポテ ンシャル は企業 の使 命 を実現 す る うえで,重 要 な企業
の特定 の能力 をい う。
市場 経済 の中で活動 す る企業 が生 き延 び るた めには,経 済的成果 ポ テンシ
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ヤルが特 に重要 な意味 を持つ。経済的成果 ポテ ンシャル とは,そ れ を使 うこ
とに よ り競争上 の利点 を獲得 で きる能 力 をい う。競 争上の利 点 とは,他 に比
して卓越 した給付能 力 を持 ってい る ことをい う。 それ は顧客 に とって重要 な
給付 メル クマール を備 えてお り,顧 客 によ り実 際 に認 め られ,ま た競 争者 が
簡 単 には追 いつ くこ とがで きない よ うな給付能 力 をい う(Simon1988)。 し
たが って経済 的動機 を持 つ企業戦 略 は,で きるだ け永続的 な競争上 の利点 を
獲得 す る方向 に向 け られ る。
標 準的管理 の範囲 で表 され るエ コロジー(生 態 学)的 な(社 会的使 命 に も
類似 した)企 業 の使命 のため に,戦 略的経営管理 は,そ れ に相応 しいエ コロ
ジー的成 果 ポテンシャル を拡大す るもので な くて はな らない。 その よ うに方
向づ け られ て初 めて企業戦略 は経済 的 に動機 づ け られ る。 それ と,自 然環境
の保 護 に関連 す るすべての側面 で も戦略 の環境 関連 とは区別 しな けれ ばな ら
ない。純粋 に経済 的 な動機 を持 つ戦略 もまた(部 分的 には)環 境 関連 であ り
1)
う る とDyckhoffは 解 釈 し て い る 。
1.環 境関連の企業戦略の諸類型
エ コロ ジー 的 か つ社 会 的 に競 争 と相 関 させ て環 境 問 題 に対 応 す る た め に,
多様 な戦 略 論 が提 唱 され て きた が,社 会 関 連 型 の 区分 の仕 方 が 特 に優 勢 で あ
る。 これ は一 般 的 な5つ の 戦 略 関 連 の特 徴 を も とに体 系 づ け られ,「 抵 抗 」
「受 動 」 「撤 退 」 「順 応 」 お よび 「イ ノベ ー シ ョ ン(お よび先 取 り〉」 とで 表 さ
れ る5つ の基 本 タ イ プ に凝 縮 さ れ る(Meffert/Kirchgeorg)。 最 初 の4つ は
防 衛 的(defensiver)環 境 政 策 で あ り,5番 目 は攻 撃 的(offensiver)環 境
政 策 で あ る とい え る。
以 下 に挙 げ る論 述 の基 礎 とな って い るの は,明 確 に環境 保 全 と関連 させ た
も うひ とつ の(Jacobが1994年 に 展 開 した)類 型 論 で あ り,Dyckhoffは 環
境 関連 の企 業 戦 略 を次 の4つ の 「環 境(基 本)戦 略 」 と して表 して い る。
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防衛 指向
アウ トプ ッ ト指向
プ ロツェス指 向
サイクル指 向
この論理 は環境保全 に対 す る企業 の積極性 の規模 や強 さに直接結 びつ ける
こ とがで きる。 これ について は原則 的 に 「環境保全 に対 し未処理」 と 「環境
保全 に対 し考 え うる全処理 を施 す」 とい う両極 端 の間 に多数 の対 応が存 在 す
る。 ここか ら4つ の基本戦略 を選 び出す と,慎 重 な段階 で はあ るが漸 次増加
して きてい る環境保 全への行 動 の全対応 を表 してお り,そ れ ぞれ2つ の対 応
の仕方が あ る2つ の特徴 に従 って区分 され る。
1.直 接 的vs間 接 的環境保 全:前 者 は企業 に直接 起因 す る環境 悪化 に対
す る処 理(例:生 産 に よる大気 汚染の減少)に 関係 す る。後者 の場合 は
間接 的 に しか企業 に起因 しないが,本 質的 に自身 もその影響 を受 ける よ
うな環境破壊 か らの保 全処理(例:環 境 に負荷 を与 えない利用 法や廃棄
物処理法 の開発)を い う。
2.事 後措 置 的vs予 防 的環境保 全:前 者 の処理 は既 存 の環境 悪化 に関連
し,N的 に廃棄物処理 の除去行 為や有効利用活動(例:排 気 ガス塔 に
有 害物 質除去 フィルター を設 置)に 分類 され る。後 者の措 置 は環境 悪化
が発生 す る前 にそれ を避 けよ うと試み る(例1生 産 と…本 化 され た環境
保全設備 の導入)。
防衛指向型戦略=
「で きるだ け何 もしない」 とい うのが根本 思想 としてあ る。 これ に よ りこ
の基本戦略 タイプは多数 あ る対 応 の一方 の端 にあ り,環 境保 全 に対 す る処 理
は皆無 か,ほ とん ど何 も処理 を講 じない。 このタイ プは環境 関連 の道義 的要
求 に対 す る無知や従来 の行動様 式への固執 が特徴 であ る。 そのた め場合 によ
って は法令 の遵守 す ら不明確 であ る。 その代わ りに,ロ ビー活動や官庁 との
交渉 とい った コ ミュニ ケー シ ョン行動 によるか,あ るい は下請 業者や保険 と
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い った他 へ責任転嫁 す るか して,外 か ら提示 され た要求 を阻止 す る。 それ に
よ り,短 期 的 には環境 保全 に起 因す る原価 は減 る。 しか し長期 的 には,正 当
性(Legitimitat)を 欠 くこ とか ら公 衆や市 場 のパ ー トナ ー に対 す るイ メー
ジが失 われ,あ るい は合 法性(Legalitat)を 欠 くた め役所 か ら営業 禁止 処
分 を受 け,社 会的容認 を失 い企 業の存続 が危 う くなる可能性す らあ る。1970
年代 まで ドイ ツで は防衛指 向型戦 略が まだ広 くい きわ たっていた し,経 験 か
らわか るようにi今 日で も少 な くとも個々 のケースではなお見 られ る。 この
戦略 は,犯 罪 的環境政策 とはいわ ない まで も,防 衛 的な環境政策 で ある。
アウ トプッ ト型戦略:
「必要 な分 だ けす る」 とい う考 え も消極 的態度 で あ る。法令 を遵守 で きる
よ うに この戦略 タイプ は直接 的,事 後追 随的環境保 全処理 に照準 を合 わせ る。
その根拠 は生産 の際 に(場 合 によっては他の企業分野 において も)副 次的 に
生 じる有害物 質 の残 留物 と大 気 汚染 で あ る。 これ らはいわ ゆ る付 加 的技術
(エ ン ドオ ブパ イプ技 術)を 用 い るこ とに よ り防止 し,規 定通 りに除去 で き
る。付加 的技術 に よる監視 と整備,大 気汚染状況 の検査 と整備 した資料か ら
大規模 な管理課題 が生 じる。事後追 随型戦略 は比較 的簡単 に素早 く,大 きな
変更費用 をか けず に実行 で き技術 的 リスク もほ とん どないので,短 期的 には
有利で あ る。 しか し長期 的 には大綱 法規 や競 争が いっそ う強 い環境保全努力
を要求 した場合 には競争上不利 になる可能性 が あ る。 おそ らくこの戦略 タイ
プは今 日現 実 にはなお最 も好 まれ る環境関連 の企業戦略 の多数 派的 タイプで
あ る。
プロツェス指向型戦略=
「自分 の ところでで きるだ けの ことはす る」 とい うのが根本 思想 で あ る。
これ は防衛的か ら攻撃的環境政策 への移行 を暗示 して いる。法規 は進 んで取
り込 む。 プロツ ェス指 向型戦略 はそのため に直接 的,予 防的環境保全処理 を
特 に製造部門 で講 じる。有 害残 留物質 や大気汚染 を減 らすため に,従 来 の作
業行程 はいわ ゆる総合技術(浄 化技術)の 投入 に よ り根本 的 に修正 され る。
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その結果短期的 には,包 括 的 な計画 と実行 の問題 を基 に した大 々的な変更 に
よる費用 と,高 額 な投資 を伴 う高度 な技術 的 リス クが生 ず る。 それに反 し長
期 的 には環境保 全のた めの作業工程革新 が競争上 よ り大 きなチ ャ ンス を創 り
出す。特 に,先 鋭化 した環境 保全へ の要求 の中で廃棄物処理 のた めの費用が
少 な くて済 むため,競 争 に際 して原価 を低 く抑 える利 点が あ り,大 きなチ ャ
ン ス に つ な が る。 と りわ け,大 綱 法 規 の 変 更 に よ り
,特 に 環 境 責 任 法
(Umwelthaftungsgesetz)の た め に,ド イ ツの進 ん だ工 企 業 の多 くは この
タイプの戦略 に移行 してい るように思 われ る。
サイクル指向型戦略=
「自分 の ところで も他 所で もで きる限 りの ことをす る」 とい う考 え方 が根
底 にあ る。攻 撃的環境政策 とい う意味 で は,こ の ような直接 的処理 を越 え間
接的予防活動 をあ らか じめ組 み入 れた企業戦 略 を とって初 めて最大 限の環境
保 全努力が な され る とい える。閉 じられた材料循環(サ イ クル)を 実現す る
よ う全関係 当事者 と協力 す る こと,そ れが経済活動 を長 続 きす るための原則
で あ る。 それ ゆ え,環 境保 全 は企 業 が その活 動 に よ り受 ける(か もしれ な
い)企 業 内,企 業 間の全工程 にかかわ る真 の横 断面的問題 となる。サ イ クル
指向型戦略 の実現 には企 業の全領域 にお ける包括 的 な計画 と実現 の課題 が伴
い,ま た戦略導入後 もサ イクルのパ ー トナー との緊密 な協 力が必 要で ある
。
短期 的 には,こ の戦略 は多額 の費用 と変更 の リス クが生 じ,ま た長期的 に も
複雑性 が増 す ことが多 い。高度 なエ コロジー性 の利点 は,そ れが大 きな競争
の機会 で最終 的 には経済的成功 につなが る場 合 に限 り上記 の短所 を補 い,克
服 で きる。 そ うでな い場 合 は,失 業 について社 会的容 認 を得 るの に も ドイツ
で は困難で あ る。 この戦 略 タイプが実際 の個 々の ケー スで芽生 えた よ うに思
えて も,将 来,適 正 な大綱法規 と結 びついて初 めて普 及の見込 みが あ る。 こ
の方向 に一 歩踏 み出 した ものが,1996年 に施 行 され た ドイ ツの循環 経 済 法
(Kreislaufwirtschaftsgesetz)で あ る。 これ は製品 の開発,製 造,加 工,販
売 に携 わ る もの に循 環経済達成 のための 「製造物 責任」 を課 す もので あ る。
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これ に よれ ば,製 品 はエ コ ロ ジー 的製 品 ラ イ フサ イ ク ル を顧 慮 して製 造 され
な けれ ば な らない 。 その 結 果,製 造,使 用 の際 に 出 る ゴ ミの発 生 が減 り,環
の
境 に優 しい有効 利用や使 用後 出るゴ ミの除去 が製造業者 によって保証 され る
わ けで あ る。
2,戦 略的環境管理の諸課題
上述 した4つ の環境戦略 は現実 にはほ とん ど純粋 な形 で見 られ る ことはな
く,お そ ら く近似的混合 タ イプ として 見 られ る。 どの戦 略が最終的 に選択 さ
れ るかは,標 準化 レベ ルの基準値 だ けで はな く,そ の企業が現在 お よび将来
身 を置 く状況 に も左右 され る。 これ を探 り当て,諸 次元 で企業戦 略 をさ らに
具体化 で きるよ うにす るた めには3将 来 のチ ャンス とリスクを早期認識 す る
た めの企業 を取 り巻 く環境分析 や,自 己の強み と弱み を調査 す るための企業
分析が必要で あ る。 この ように して得 られた知識 を基 に戦 略的管理 は行動計
画 を組 み,機 構 を設定 し,従 業 員の行 動 に指導的影響 を及 ぼす。制度上 これ
に対 して責任 を負 うの は経 営管理者 お よび企業組織 の上級者 で ある。
(1)環 境領域 の開発 と環境諸関連の分析 ・形成
企業 を取 り巻 く環境 の分析 に際 して は,自 然的,技 術 的,社 会的,政 治的,
法律的 お よび経済 的環境 の中で,永 続 す る変化 を予測 す るこ とが大切 であ る。
この予測 が経済 的成功 に及 ぼす効 果 は,企 業活動が社会的 に認 め られ る こと,
す なわちエ コロジー的特性 にあ る。積極的企業政策 の枠 内で有 用かつ不 可欠
なのは,関 連 す る要求 グル ープへ の注意 と彼等 とどの よ うに付 き合 ってい く
　め
べ きか とい う問 題 を明 確 化 す る こ とで あ る。 別 稿 で挙 げた4つ の ス テ イ クホ
ル ダ ー タ イ プ は タ イ プ ご と の 異 な っ た 対 処 方 法 が 勧 め ら れ て い る
(Groener/Zapf1998}a
Aタ イプ(例:職 場 の 環境 保 全 問 題 に お け る従 業 員)の 取 り込 み。 従 業
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員 を企 業の決定事項 に参加 させ,で きるだけ協力意識 を鼓 舞す るのが 目的
Bタ イプ(例:重 要 な環境 関連投 資決定 の際 の銀行)と 共同作業。 この
強 い影響力 を行使 で きる利害関係者 が,問 題 解決 を共 同でや り遂 げる ことに
よ り,従 来 か らの協 力態勢 を確固 た る もの に し,高 めるのが 目的
一 一わ ずか な費用 でCタ イプを観 察
。利害関係者 をテー マに即 して,ま た必
要 な場 合 は よ り詳 し く分析 し,訴 えか け るのが 目的(例:近 隣へ の故障事故
の リスクに関す る説明)
Dタ イ プに対 して防衛。論争対決 の基本事項 を軽減 す る ことによ り,そ
の活動 に左右 され るの を減 らすのが 目的(例=法 的動向 の先取 り,ま た はメ
デ ィアや環境保護 団体 に暴露 され る前 にエ コロジー的問題 を解決)
ス テ イ ク ホ ル ダ ー と う ま く付 き合 っ て い くた め,こ れ らの規 範 戦 略
(Normstrategien)目 的 のひ とつ は,そ の行 動や影響 の可能性 に対 しよ り周
到 な心構 えがで きる よう,ス テ イクホル ダーの行動 を予測 し,そ れ によ りむ
しろ管理 し易 くす る ことであ る。 もうひ とつ には協力態勢 をい っそ う高 め る
ことに よ り,ス テ イクホル ダーに よる不都合 な影響 力行使 の危険 を減 らす こ
とで ある。 その際 標準化戦 略 とは個々 のケースで試 され,場 合 に よって は
修 正 され る傾向 のみ を意味 す る。特 に標準的管理 の枠 内で関係者 グループ と
呼 ばれ るステイ クホルダー との共 同作 業 に努力 す るべ きで ある(例:製 薬会
の
社 とその業務 分野のエ コロジー的判 断 を下 すた めの生態研究所)。
(2)計 画,構 造,行 動様 式の開発
重要 な環境 の動 向 に迅速 かつ 目的 に即 して順応 す るた めに決定的 な ことは,
総 合 システム としての企業 の学 習能力 であ る。 それ は,主 に組織構 造 や経 営
管理(部 分)シ ステムの基本 的解釈 や,企 業 の従業員 の問題 を解 決 しよう と
す る態 度 に よ り決 まる。戦 略 的考 察 の 中心 は中核 的 能 力(Kernkompeten-
zen)を 潜在成功 力へ転 換 させ るこ とであ る。 そのた めに は総合 的 な企業 戦
略 は互 いに調整 された各部門戦略 と行動計 画 とに方針が明示 され,さ らに企
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業 の各部 門 また は行 動の担い手 に指示 され る。各部門戦略 は業務分野 の戦 略
(例:部 門Xあ るい は部 門Yに 対 す る)あ るい は機 能 ない しは職能領 域戦 略
(例:研 究 開発,マ ーケ テ ィング,製 造等 に対す る)に 示 され る。
戦略的経営管理 の もうひ とつの 「企業 自身 に関す る」主 問題 は,企 業 の経
営管理 システム を,適 切 な管理 の各部分 システム とその相互作用 を体 系化 す
るこ とによ り形 づ くる ことにあ る。環境管理 システム もその一部 で ある。環
境管 理 システム は環境 の側面 に関連 した部分 シス テム とみ る ことがで きる。
す なわ ち,組 織構造,計 画立案,責 任範 囲,手 段,手 続 き,開 発 のた めのプ
ロセス と資源,導 入,実 行,評 価 お よび環境 政策 の維持 な どを包括 す る決定
的 な経営管理 システムの部 分 とみなす ことが で きる。環境政策 の決定 自体 は
規範 的管理 に属す る。 したが って環境管理 システムの構築 に先行 す る。
「経営管 理 シス テム」の概念 は,広 義 にはす べて の非 公式 の直感 的 な管 理
行 為 も含 む企業 の総合経営管理 システム を表 す。 しか し実際 に よ く知 られ て
いるのは狭義 の解釈 で,特 定 の 「作 り上 げ られた」通例 よ り強度 に形式化 さ
れた管理部分 システム,例 えば,計 画 また はコ ン トロール システム,も し く
は人事 また は環境管理 システム を指 す。 それに よ り無論,非 公式 の直感 的 な
自己決定 とい うよ うな経営管理 の仕組 み は一般 には考察 され ない。今 日すで
に始 まっているが,将 来 はチーム とネ ッ トワー ク構造 とい った フラ ッ トな組
の
織 との関連で企業 の実践 は もっ と強 力 にな され る。
3.環 境管理 システムにおける
戦略上適正 な経営管理機能の整備
上 述 した環境 管理 システムではその他 に経営管理 プ ロセ スの受 け入れ に関
して,必 ず しも適切 ではない計画決定 がな された経 営管理 の諸段階(目 的設
定,計 画,導 入,実 行,管 理,必 要 な場 合 には訂正)の 目的 に向かっての方
向づ けが な され る。戦略 的経 営管理 にお いては,経 営管理 プ ロセスや,場 合
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に よって は(正 式の)環 境 管理 システムの実際 の経過 とは関係 な く,環 境関
連 の基本戦略 とともに個 々の経営管理機能 の互換性 あ る方 向づ けを考慮 しな
けれ ばな らない。
(1)企 業の環境保全 組織
戦略 の導入 と実行 は,組 織体 と人事 指 導部(Personalleitung)の 担 当で
あ る。組織体 とは分業作業 シス テム におけ る行動 を管理 す るための一般 的全
規定 の総称 とみ なされ る。組織体 の基本 的構成 要素 は分業 された ものであ る。
す なわち,複 合化 した任務 の形成,ま た その任務 の組 織構成単位(ポ ジ シ ョ
ン ・部門)へ の割 り当てや その指揮権 や決定権 を結 合 させ るこ と,ま た適 切
な組織 階層 の配列(構 築組織)等 に よ り分業 された もので あ る。 この静 的見
方 と並 んで,か って は(Nordsiek1934ま で遡 る)「 プロセス組 み立 ての原
則」 を掲 げた動 的,時 空的形成 が重要視 されて いた(経 過組織)。
組織体が企業 の環境経 営管理 にお ける基本 的管理用具 のひ とつ を意 味す る
ことは,多 くの法律,条 例,国 際規格 で明 らかで ある(例:EMAS1993
,
ISO14001)。 環境 保全 に責任 が あ る企業 の取締 役会 に対 す る規 定 や特 定 の
場合 にお ける企業委託者 の任命 といった例 は除 いて,一 般 には企 業の環境保
全組織 の形成 に関す る具体的 な規定 はない。 それ に反 して役所 に対 しては透
明性や記録文書 はお そ ら く必要 であ ろう。 この背景 には組 織的解決 の形態 に
は大幅 な自由度 が必 要で あ る こ とが挙 げ られ る。 その効 果(Effektivitat)
と効 率(Effizienz)に つ いて重 要 なの は,環 境政 策 に よ り努力 が な され る
使命 もしくは環境 目標が実現 され るた めにはその 自由度 が どの程度役立 つか
とい う疑問 であ る。 これ に関 して はい くつかの構 想 に関 す る提 案や経験 的知
識 が提示 され てお り,環 境管 理 に関 す る組織標準規格 は実際 にその中か ら取
り出 された ものであ る。大 まか な分類型 とい う意味 で基本 的理解 に役立 つの
は・Jakob(1994)に よ り展開 されたその時 々の基本 戦略 に適 った三 形態構
想 であ る。事後戦 略 に対 しては既存 の組織構 造 に単 に特別 な環境保 全ユ ニ ッ
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トを(追 加 的 に)付 け加 え る必要が あ るのに対 し,プ ロツェスお よびサイ ク
ル指向型戦略 は,環 境保全 を製造 ユニ ッ トに組 み込 む こと,も し くは(一 時
的 に)組 織構造 の企 業 の全事 業範 囲 に浸 透 す る こと,さ らに それ を越 えて
6}
(二 次 的 に)業 際 的,可 変 的 チ ー ム構 造 に まで拡 張 され る こ とを必 要 とす る。
② 環境指向の人事管理
企業 の基本姿勢 と選択 した戦 略 は人 事管理 に も反映 されて しか るべ きであ
る。企業 による適 法責任の実現 は企業文化が負 う。環境保全 を戦 略的 に見れ
ば 「事 業 主 の仕事 」(Chefsache)で あ るに して も,実 行 レベ ル での その成
功 は,基 本的 には環境 目標 の達成 に努力す る可能 な限 りの従業員全体 の資質
にかか ってい る。 サイ クル指向型戦 略 の場 合 は特 にそ うい える。 それ と密 に
関連 して,人 事 管理 には2つ の責任分野 があ る。 そのひ とつ は,従 業 員 を適
切 な管理 スタイル と適切 な刺激 によ り環境保全 に動機 づ ける人事指導責任で
あ る。注意 を要 す るの は,既 存 の内在 す る動機 は外部か らの刺激 で排除で き
ない こ とで ある(Frey/Osterlohl977)。 もうひ とつ は,人 事 指導 の一般 的
管 理機能 を越 えた人事 計画で あ る。環境指 向性 が増 す につれて,需 要,雇 用
と解雇,育 成 と能力開発 それに任命 な どの計 画 に対 す る要求が強 くな る。消
極的 な環境政策 で は育成 と能 力開発 に関 して,環 境保 護専門家 に必要 な専門
知識 を伝 える ことで十 分で あるが,積 極的 な環境政策 で は責任 あ る,環 境 を
損 なわ ない行 為 を顧慮 して,極 力全従業 員の環境 に対 す る意識 を研 ぎ,環 境
専門能力 を拡大す るこ とが要求 され る。 サイ クル指向型戦 略の極端 な場合 に
は こ とに,多 数 の新課題 が複雑性 を増 し,規 律 や機能 を決定す るような側面
性 を持 つため に,従 業 員 に高度 な要求が なされ る。一般 的 にい えば解決 の糸
口 とな るの は組織 と従業員 とを同時 に論 ず る学習組織 の構想 で ある。学習組
織 の基本的特徴 は個人 お よび組織双 方の知識 の蓄積 で ある。エ コロジー関連
の知識 は=複雑 な手続 き と事 実 に関連 す る ものが多 い。 その 目的 は学際的,環
境 指向性 の問題 を解決 す るた めの能力 をつけ るこ と,特 にそれ によ り環境 関
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連の学習プ・セス自体が騰 と人事管理の対象になることで罵
。
(3)エ ココン トロー リング
適切 な諸管理 部分 システム の形成 とそ の相互 作用 の構 造 変革 が
,(戦 略 的
かつ戦術 的,実 践的)経 営管理 の一般 的 な課題 であ り
,そ の課題 は管理 に よ
りその上 に専門 的管理機能 を形成 させ る。 その中心的課題 は,相 応 した管理
の合理性 を確保 す るこ とを目標 に適切 な構 造 と期 間 を設 定 す るこ とに よ り
,
い ろい ろな管理部分 システムの調整 を図 る ことで あ る
。 こ とに部 分 システム
は企業 の総 合 目標 に合 わせ て作 られiそ の部分 システム の順応性,反 応性,
革新性 が形成 され る。 この考察 の中心 を占めるのは典型 的計 画
,制 御,情 報
管理 の部分 システムで ある。 エ コ コン トロー リングは企業管理 の環境保 全関
連 の側 面 に集中 する。 その ことはエ ココ ン トロー リングが環境管理 の下位体
系 であ る と同時 に,企 業 管理 の下位体 系で ある ことを意味 す る
。
環境 管理 を目標指 向的,問 題 指向的 に支 えるため に,周 知 の一般 的な管理
用具 をエ コロジー関連 に順応 させた り,さ らに発展 させ るの と並ん で,完 全
に新 しい用具 を創 り出す ことに よ り,エ ココン トロー リングの適切 な方法 と
用具 が開発 され てい る。 しか し戦 略,戦 術 あ るいは実践 の レベル に一義的 に
配分 で きない ことが多 く,実 用上 の重点 に従 って配分 され る ことになる
。分
離 した用具 と決定的調整 用具 をはっ き り区別 す るこ とも難 しい
。
分離 した用具 は主 に特定 の管理部分 シス テムに関連 す る。す なわ ち通常,
計画,制 御,組 織 人事 管理 あ るいは情報 管理 に関連す る
。 したが って,原
価情報 が計画,制 御,管 理 目的で使 用 され て も,原 価 お よび給 付計算 は情報
システムの部分 とみ なされ る。同 じこ とがエ コ コン トロー リング用具 として
の環境 原価 計 蜘 配 分 に も当 て は まる(Kl。 。ckの 別$)照)
.そ の発信 人
グルー プは経 営管理者,環 境部 門 とその他 企業 の社員 であ る
。 それ に対 して
環 境 通 信(Umweltberichterstattung)(Keller1996
,Steven/Letmathe
1997)は,対 外関係 の環境情報 システム として
,顧 客,役 所,公 衆,そ の他
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の第 三 者 に向 け呼 び か け られ,し た が って エ コ コ ン トロ ー リン グの直 接 的対
象 で は な い。 しか し,情 報 が 目 的指 向的 知 識 で あ った と して も,最 終 的 に は
同 じデ ー タ と基 本 計 算 を根 拠 に して い るの で,内 部 と外 部 に 向 け られ た環 境
情 報 の 間 に はつ なが りが あ る。 この よ うな基 本 計 算 は,材 料 とエ ネル ギ ー の
収 支 決 算 とそ の上 に打 ち立 て られ た エ コ収 支 決 算 との兼 ね 合 い を意 味 して い
る(Schmidt/Hauslein1997,Souren/Ruediger1998)。 そ こか ら種 々 の 目的
の た めの情 報,特 に,決 定 的 調 整 用 具 を も引 き出 す こ とが で きる。 環境 指 標
シ ス テ ム(Clausen1998),願 預 緯 お よび環 境 指 向計 靴 指III格 シ
10)
ス テ ム は その0部 とみ な され て い る。
4.諸 部 門の戦術 的 および オペ レーシ ョナル な環境 管理
戦略的環境管理 の範 囲 にお けるエ ココン トロー リングの重要 な調整用具 の
主 目的 は,相 互 間で調整 された諸 部門戦略 を越 えて 目指 す全体 的企業政策 を
実現 で きる よう,さ まざ まな管理 システム と企業 の諸分野 を環境関連 の企業
目標 に方 向づ けるこ とにあ る。 その場 合,各 部門 のオペ レー シ ョナルな環境
管理 で は,エ コロジー的潜在能力 を構築 お よび拡 張す る ことに より,当 該部
門戦略 を環境関連 に転換 し,実 現 しな}ナれ ばな らない・ そのために は戦略 よ
詳細 な大量 の措置 とい う形 で部 門特有 な ものに具体化 され る。オペ レー シ ョ
ナル な環境 管理 は積極的 に既存 の潜在性能 力 を部 門 に関連 して発揮 させ る力
が あ る。 その際 その時 々の管轄部 門 は通常 さ らに細分化 され る。戦術的,か
つオペ レー シ ョナル な経営管理 の制度上 の担 い手 は,中 級 お よび下級階層の
指揮権 や決定権 を持 つ人 たちであ る。
戦術 的経営管理 に関連 す る企 業部 門 は,目 的 と職務 に関連 す る組織 か ら生
まれ うる。大連 合企業 の 目的関連 の区分 に関 して は地域 と製品 グルー プ別 に
類別 され た製 品 と市場 の組合 せが一般 的 になってい る。戦略的業務単位 の戦
術 的環境管 理のた めに,さ まざ まな諸経営管理機能 に関す る上述 した こと以
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上 の標準的,戦 略 的 レベル に至 るような新 しい要求 は生 じない。 また,企 業
の職務 指向的組織 に関 して は諸業務機能 に従 って諸業務部 門 にな るよ うに思
われ る。以下 では,さ まざまな業務 部門 の戦術 的かつオペ レー シ ョナルな環
11}
境管理 につ いて紹介 す る。
(1)環 境指 向の研 究開発(R&D)管 理
製造業者 の製造物 責任 を認識 す るための重要 な手 がか りは,製 造過程 の範
囲で の製造物 を定義 す る ことにあ る。新製 品 を開発 す る と同時 に企業 は市場
で長期 に生 き延 び る諸条件 を作 り出す。エ コロジー的製品 の技術 革新 は,企
業 に適 法責任 を自覚 させ る一 方で,市 場 競争 での豊 かな成 果 を可能 にす る。
それ によれ ば研 究開発(R&D)に 積極 的 な環境 政策 で は,環 境保 全 は,「 時
間 ・品質 ・原価 」 とい う伝統的 な 目標 と並 んで同 ラ ンクの 目標 でな けれ ばな
らない。
製品 は,す で に本来 的物 理的製品 にな る前 か らその寿命 が尽 きるまで,異
なった さまざまな段階 もし くは機 能 を体 験す る。 い ろいろな見地 か ら,技 術
的,経 済的 かつエ コロジー的製 品の ライフサ イクルが類別 され るが,製 品の
誕生 に対 す る統 一的見解 に は特別 な意味 が あ る(Dyckhoff/Giessler1998,
Wagner1997)。 製 品の顧客 か ら期待 され る肯定 的 な特性 と並 んで,製 品 の
概 念 には,そ の全 ライ フサ イ クル を通 してi大 部分 は否定 的でエ コロジー的
に特 に望 ま しくない側 面,ま さに天然資源 の消費や大気汚染 とい った ことが
厳 然 としてあ る。 エ コロジー的 に有害 な生成物 質(Ausbringungsstoffe)の
発 生の根拠 としては次の よ うな ことが あ りうる。
●有害性 に対 す る不十分 な知識,も し くは環境保全 への関心不足 か ら くる産
出物 への無 配慮(例=顧 慮 され ない生産 物 としてのCO2)。
●生産物 に関す る他 の特 に経済 的利益 が優 先 され るこ とによる直i接的生産 の
意思決定(例:主 製 品 としての フロンガス あるい はアスベ ス ト)。
●副次 的で原則 的 には避 け られ るが,経 済 的理 由か ら特定 の他 の 目的 を遂行
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す る際 に その利 益 を考 え て甘受 した生 産 物 へ の非 直 接 的 生 産 意 思 決 定
(例:粗 悪 品 〔Ausschuss〕)。
●特定 の目的 を遂行す る際 の不可避 の副次 的 に顧慮 された産 出物 への非直i接
的生産 意思決定(例:石 炭発電所 での不可避iの副製品 としてのCO,)。
最初 の3つ の根拠 は確 か に過去 において大 きな役割 を果 た したが,環 境 と
の共存 を目指 す循環経済 で は,4番 目の根拠 に比 べれ ば重要性 を失 った。環
境指 向性研究 開発 管理 は,そ れ ゆえ製品 の全 ライ フサイ クルで必然 的 に生ず
る主製品 の製造 だ けで な く連 結 製 品 の発生 に も取 り組 ん で きた(善 悪 の検
討;Dyckhoff1996)。 この手が か りや転換 の可 能性 お よび研 究 開発 管理 の
用具 につ いては,ま だ経験上 の知識 とはい えないが構 想上や実用上 の提案が
い くつか な されて い る。 エ コロジー的製 品構 想 の例 として は 「LPN製 品」
が あ る(Hillemacher1998)。 そ こでLは 使 用期 間が長 い製 品(例=省 エネ
灯),Pは 製 品耐久性 の延長(例:モ ジ ュール交換 に よる高技 術装 備)そ し
てNは 利 用強化(例:分 別,蓄 積)を 意味 す る。
(2)環 境 指 向 の マ ーケ テ ィ ング管 理
この種 のエ コロ ジー製 品 の1想 は,潜 在 的 消 費 者 も し くは利 用 者 に も受 け
入 れ られ て初 め て 目標 に到 達 す る とい う問題 が 突 きつ け られ て い る。 そ れ ゆ
えに3リ ッ トル 車(Drei-Liter-Auto)の 開 発 は,も しそ れ が 買 手 が 見 つ か
らず,そ の利 用 で環 境 を破 壊 す る他 の 乗 用 車 を市 場 か ら排 除 で きな い な らば,
エ コ ロ ジー 的 に も,経 済 的 に み て も成 功 す る見 込 み が な い。 つ ま り,環 境 に
優 しい 製 品 の供 給 に は,需 要 もな くて は な らな い 。 そ うで な い と`道 徳 的 革
新 者'は す ぐに 経 済 的紛 争 事 件'の 真 っ只 中 に い る こ とに な るか らで あ る。
この よ うな需 要 を呼 び覚 ま し,相 応 した需 要 を確 認 しi企 業 の環 境 保 全 措
置 を顧 客 に一 目瞭 然 に示 す こ とが,環 境 指 向 マ ー ケ テ ィ ング の本 質 的 な 問題
で あ る。 そ れ は 「販 売市 場 を 目指 す,自 然 環 境 との直 接,間 接 的関 係 を顧 慮
す る こ とに焦点 を合 わ せ た 企 業 の 供 給 者 として の行 動 を,市 場 業 務 行 為 の枠
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内での情 報 を入手 した り,市 場 関係者 の確認分野 や影響 をはっ き りさせ る際
に包括 す る」(Steffienhagen)。 環境 に優 しい製 品 で,エ コ ロ ジー的 と同様
に経 済的 に も潜在成功力 を開発 す るた めに は特定 の前提 に注意 しな ければな
らな い。競 争上 の利点 が長続 きす るた めの基準 は,エ コロジー的製品 の質 が
競争 で簡 単 に模 倣 されない とい うことで あ る。 さらにエ コロジー製品 の特性
は顧客 に とって主体的利 益が増大 す る ような重要 な もので な くてはな らない。
この よ うに客観性 を有 し,顧 客 に とって根 本的 に重要 な製 品の特性 は,対 象
とされた利 用者 グル ープに認 め られて初 めて購 買力が つ く。 需要者 がエ コロ
ジー性 を見極 める ことは困難 であ る。 その原因 は,市 場 サイ ド問の情 報 の分
配 がア ンバ ランスで ある こと と信 用で きない供給 者の行動 が 日和見 的 な可能
性 を秘 めてい る ことにある(Kaas1993,Hueser1996)。 需 要者 はたびた び
供給者 の必 ず しも信 用の おけない情報 を与 え られ る。エ コロジー製 品の ライ
フサイ クルで供給者 自身が関係 していない段 階 に関す る場合 は こ とにそ うい
うこ とがあ る。信 用のお ける供給者 が,情 報 と不確 実性の問題 を克服 し,利
益 だ けを求 め る便乗 者 としっか り一線 を画 す ことがで きるな らば,そ の とき
は環境指 向の製 品政 策 によ りエ コロジー的利 点 を得 る こ とが で きる。 この情
報障害 の他 に も精神 的 あるいは状況的要因 があ るの は無論 であ る。例 えば慣
行や時間的圧迫 が,既 存 の環境 意識 と現実 の環境行動 の間 に実際上 あ まりに
もはっ き りした大 きな相違 を引 き起 こす こ とが ある。 適切 な戦術的 アプ ロー
チ と用具 の混合 によ り,マ ー ケテ ィング は隙間 を塞 ぎ,そ れ に よって社会 的
ジ レンマを除 くこ とに寄 与す る ことがで きる。 その際商品売買 は製造者 と消
費者 間 の仲 介者 と して`ド ア 自動 開 閉装 置'の よ うな重 要 な役 割 を果 た す
(Hansen1992)こ とにな る。
視野 を広 げて見れば,マ ー ケテ ィングは販売市場 の業務行為関係 だ けで な
く,そ の他 の市場,特 に ここで は調 達 と廃棄物処理 の市場 での業務行為 に も
取 り組 む。環境 指 向の マー ケ ッテ ィングは`市 場 指 向 の環境 管理'と して見
る こ とが で きる(Meffert/Kirchgeorg1998)。 その対 象 は材 料循 環 を変 革
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す る交 点 で の さ ま ざ まな 相 互 作 用 で あ る(販 売 時 点 情 報 管 理 〔`Pointof
sale,returnandreentry'〕)。 この観 点 で環 境 関連 の相 互 作 用 も し くは業 務
行 為 関係 の説 明 や形 態 が作 られ,こ れ に関 連 した市 場 関 係 者 の考 え方 と行 動
様 式 が探 られ,利 害 関 係 者 を顧 慮 した循 環 と協 調 原 則 の実 現 者 として解 釈 さ
れ る。
(3}環 境 指向の製造 および還元管理
上述 の両原則 を実現 す るため には製造 お よび還元並 びに物流管理 が役立 っ
てい る。 それ らは材料循環 と製 品 ライフサ イ クル を,そ の際生 ず る変形 プ ロ
セス を顧慮 して検討 す る。 それ は環境 悪化が起 きる変形 であ る。家計 と国家
による製 品の消費 もし くは使 用 を除 いて,企 業 は規則 的 に製 品 ライ フサ イク
ル,材 料循環 にお ける さまざ まな段階 またはプ ロセスで直接 関与 す る。生産
(Erzeugung)ま た は製造(狭 義で)と い う言葉 は,本 質 的 な変 形 プ ロセ ス
の 目的が 出力 対 象(主 製 品)と しての物 財(Gueter)の 産 出で あ る とす る
場 合 に使 うことが で きる。還元 の場合 は,そ の主要 目的が特定 の有害物 を入
力対 象(還 元物)と して撲 滅(除 去 ・駆 除(Entleidigung)・ 変形)す る こ
とにあ るプ ロセ スの ことをい う(Dyckhoff1998)。 有 効利 用 や リサ イ ク リ
ングプ ロセ スの 目的 は還元 と生産(再 生産)を 同時 に行 うこ とであ る。 その
際望 ま し くない還 元品 は望 ましい製品 に変形 され る(例:何 度 も使 える瓶 の
洗浄企 業あ るい はゴ ミ火力発電)。
製造 要因 として他の物 質 を投入せ ずに,あ るい は別製 品 として新 しい有害
物質 を発生 させず に,有 害物質 を完全 に変形 させ るには,技 術 上 また経済上,
最終 的 には自然法則,こ とにエ ン トロピー法則 が対立 して いる。す なわ ち,
それ は支 出な しに収穫 は得 られない とい うことで ある。 その際現実 の利益 と
支 出は,積 極的 もし くは消極 的 として判 断 され,規 則 的 な多次元 の変形 プ ロ
セスの所産 として表 され る。 図表 はプロセ ス関連 と目的性 と期待性 に関連 し




















変 形 プ ロ セ ス の 成 果 カ テ ゴ リ ー
目的 収 益 が 生 ず る。 副 収 益 は 原 料 の製 造(Guterausbringung)(良 質 な 副 製
品)と 直 接 本 来 的 な プ ロセ スの 目的 で は な い有 害物 質 の撲 滅(還 元 要 因)か
ら生 ず る。 実 際 上 の 費 用 は 原 料(要 因)の 投 入 と と もに,有 害 物 質(派 生
品)の 発 生 と結 び つ く。 その 他,変 形 プ ロセ ス で 生 ず る利 益 や費 用 に中 立 の
変 化 もあ りう る(第2次 要 因,第2次 製 品)。 図 表 の 出 力 側 に は行 為 の 目標
で な い の に生 ず る全 産 出物,副 産 物 が 示 され て い る。 動 産 の場 合 に は,ド イ
ツ循 環 経 済 ・廃 棄 物 法(dasdeutscheKreislaufwirtschafts-undAbfall-
gesetz)で は それ ら を廃 棄 物 と呼 ん で い る。
産 出物 プ ロセ ス の形 成 と管 理 に つ い て は企 業 の 製造 管 理 の担 当 が これ を行
う。 それ に関 連 した環 境 指 向 の 製 造 の 問題 につ い て は経 営 学 が比 較 的 早 くか
ら(特 にStrebe11980),ま た論 理 的 根 拠 に 基 づ き取 り扱 っ て きた(例:
Dinkelbach/Rosenberg1997,Dyckhoff1993,Houtman1998)。 環 境 指 向
の 製 造 管 理 に つ い て の個 々 の 問 題 に つ い て は大 変 な進 歩 が 見 られ るが,製 造
計 画 と製 造 管 理 シス テム の構 想 に包 括 的 に含 め る点 が まだ 欠 けて い る。 既 存
の 提 案 は単 に 「付 加 的 」 で あ っ て 「統 合 的 」 に は見 られ て い な い。 特 に連 結
製 造 の問 題 性 に つ い て は ご くわ ず か しか取 り上 げ られ て い な い。 しか しな が
ら,製 造 に関 す る企 業 の 環境 管 理 は お そ ら く非 常 な革 新 を遂 げ た とい え る。
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そ こで は,廃 棄 物 処 理 範 囲 で の有 害 物 質 の 浄 化(Aufbereitung),有 効 利
用,そ れ に除 去 す るた め の還 元 プ ロセ ス に関 して は主 張 され て い な い。 これ
に つ い て は 当時 の ア メ リカ合 衆 国 の副 大 統領 の以 下 の 発 言 が,今,な おi的
を得 て い る。 「結 局 の と ころ,ゴ ミ処 理 の技 術 は まだ まだ ゴ ミを製 造 す る人
に か な わ な い」(Gore1992)。 必 要 不 可 欠 な の は,基 本 的 特 質 を備 え た企 業
の還 元 管 理 で あ る。
㈲ 環境指 向の物流 管理
一般 的 に
,製 造(生 産)と 還元 の概 念 は狭 く解釈 されてお り,目 的対 象物
(還元品 あ るい は主製 品)の 質的変 化が起 こる変形 プ ロセ スにだ けに関連 し
て扱 われ る。上記以外 の変形,つ ま り目的 が特定 の対 象物 の空 間的,あ るい
は時 間 的 変 化 に あ る よ う な変 形 は,特 に移 転 過 程 と して 表 され,物 流
(Logistik)に 分類 され る。 それ に よれ ば,環 境指 向 の物 流 管理 の問題 は環
境 に優 しい対 象物 の循 環 を 目指 す こ とにあ り,特 に,そ れ によって物流 の対
象範 囲 は供給 プロセ スか ら廃棄物 処理 プロセ スに まで拡 張 され る(Stoelzle
1993)o
環境 悪化への影響 の可能性 は,製 造 に伴 うだ けで な く,輸 送,倉 庫保管,
包 装,そ れ に委託処理 の ような物流 のサ ブシス テムの管理 に も伴 う。例 えば,
輸送 に際 しては交通基盤や交通手段 それ に動 力エ ネル ギー の準備 に対 する整
備措 置,既 存 の輸 送手段や経路 お よび その最適 な利用 の選択 に関す る管理措
置が関係す る。物流独特 なの は,分 離 した部 分的解決 の代わ りに,い ろい ろ
な物 流サ ブシステム間 の相互依存 を念頭 にお く全体 的解決 を目指す システム
思考 だ とい うことであ る。 それ によ り統合 的な在庫品計画や輸 送計画 とい っ
た ものについて,原 価 を大幅 に削減 で きるだ けで な く,必 要 な運転費 やそれ
に付随 したエ ネル ギー消費量 や大気 汚染 な ども明 らかに減少 させ るこ とがで
きる。 その点 で こ こで は原価 を最低 限 に抑 える経済上 の 目標 と環境保全 とい
うエ コロジー上 の 目標 が協調 して いる。で きる限 り上質 な配達 サー ビス を し
72国 際経営論集N{〕,192α 〕0
よう とす る従来 の達成 目標 は,積 極的環境政策 においてはエ コロジー的内容
の供給 と廃棄物処理 にあ る。選択 した環境戦 略 に応 じて,事 後 追随指 向の企
業環境管理 は廃棄物処 理の物流 に集 中 し,プ ロツ ェス指 向の場 合 は社 内の物
流(調 達 ・製造 ・配達 ・廃棄物処理)に 集 中す る。一 方,サ イクル指 向の企
業環境 管理の場 合 は,計 画 か ら責任 を持た なけれ ばな らな い製品 の材料循環
にそって,す べ ての企業間 の移転 プロセス を も考慮 にいれ てい る。
環境 指 向の物流管理 は この ように戦術的,実 践 的環境 管理 の他 の分野 を補
う。す なわ ち,製 品製造 に関す る研 究開発 費管理 が全 体的 なエ コロジー的製
品 のライ フサイ クル とそれ につなが るすべての材料循 環 を間接 的 に考 えるの
に対 し(た とえ,す で に十 分 に確 立 して い る として も),マ ー ケテ ィング,
製造 と還元 お よび物 流 の管理 は,材 料循環 の特別 な側面 にその時々 に直接着
眼 す る。
お わ り に
12)
Dyckhoffは,環 境 管理原則 と環境 政策 につづ けて,本 稿 の戦略 的環境 管
理 に関 して論 じてい る。 その中で特 に,環 境戦 略 を防衛指 向,ア ウ トプ ッ ト
指 向,プ ロツェス指向お よびサイ クル指 向の4つ に分 けて説明 して いる。次
に戦略 的環 境管理上 の諸課題 に関 して指摘 し,企 業戦略 にお ける管理機 能 の
整備 について環境保 全組織 人事 管理,エ ココン トロー リングに関 して論 じ,
さ らに研 究開発管理,マ ーケテ ィング管理,生 産管理,物 流管理 にお ける戦
術 的,オ ペ レーテ ィブな環境 管理 につ いて説 明 してい るのを紹介 した。
元来,環 境管理 や環境保全 は,政 策 として利用 すべ きもので はないが,営
利 原則 も達成 す る ことを期待 され てい る企業 にお いて認 め ざるをえな い。 し
か し,環 境 の問題 を 日和 見的 な もの とし,あ くまで も利益第一 主義 を標榜 す
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